
役員報酬規定

特定非営利活動法人
ボルネオ保全トラスト・ジャパン



第 1章 総則

(適用範囲)

第 1条 職員就業規則 (以下、就業規則という)第 22条の規定により、特定非営利活動法

人 ボルネオ保全トラスト・ジャパン(以下、法人という)職員の給料については本規程の定める

ところによる。

第 1条 (目 的)

この規定は法人定款第 18条に基づき、役員報酬における基本事項を定める。

第 2条 (報酬の体系)役員への報酬は支払わないものとする。
2通勤交通費は必要に応じて実費を支給する。

第 31叙1決定方法)

報酬の体系について変更がある場合は、理事会において決議を行う。

第 2章 改正

第 4条 この規定の改正は、職員の代表者の意見を聞いたうえ、理事会の議決によつておこな

われる。



附則

1本規定は、2018年 8月 1日 から施行する。



給与規定

特定非営利活動法人

ボルネオ保全トラスト・ジャパン



第 1章 総則

(適用範囲)

第 1条 職員就業規則 (以下、就業規則という)第 22条の規定により、特定非営利活動法

人 ボルネオ保全トラスト・ジャパン(以下、法人という)職員の給料については本規程の定める

ところによる。

(均等待遇)

第 2条 職員の国籍、信条又は社会的身分を理由として差別的取り扱いはしない。

(男女均等待遇)

第 3条 職員の男女の性別を理由として給与について差別的取り扱いをしない。

(給与の種類)

第 4条 職員の給与の種類は次に掲げるものとする。

(1)基本給

(2)通勤手当

第 5条 給与は月の 1日 から起算し末日に締め切って計算する。

2給与は毎月 25日 に支払う。支払日が銀行その他の金融機関の休日にあたるとき。は,その

日前の最も近い休 日でない日とする。ただし、支給日が金融機関の休 日にあたるときはそ

の前日に繰上げて支払う。

(給与の計算方法)

第 6条 所定の勤務時間の全部又は一部について業務に従事しなかった場合は、その時間

に対する給与は支給しない。ただし本規定等で別に定める場合は、その規定による。

2前項の場合において従事しなかった時間の計算は、当該給与締切り期間の末日において

合計し 1た 時間で算出する。

3昇給した職員の給与は、発令の日から日割り計算による。

4-給与締切り期間における給与の総額に 1円未満の端数を生じた場合は端数が 50銭以
上のときは 1円に切り上げ、50銭未満のときは切り捨てる。

5中途採用された職員及び中途退職者の給与は日割計算による。

(給与の支払方法)

第 7条 給与は通貨で直接職員にその全額を支給する。ただし、法令に別段の定めがあるも
の、及び、職員の過半数を代表するものと書面により協定したものは、これを控除し

て支給する。なお、職員の同意を得た場合には、当該職員の指定する銀行等の当



該職員の預金口座等への振込みによることができる。

(給与からの控除)

第 8条 給与からの控除金は次の通りとし、毎月給与支払の際これを控除するものとする。

(1)源泉所得税

(2)住民税

(3)健康保険・介護保険料   
‐

 /´
(4)厚生年金保険料

(5)雇用保険料

(6)従業員代表との協定又は本人との協定によるもの、賠償保険料等

(非常時払い)

第 9条 法人は、次に掲げる各号のいずれかに該当する場合の費用に充てるため、職員の請

求により給与支払 日前であっても給与計算期間のうち既に働いた日数の給与を可

及的速やかに理事長の認めるところにより支払うことができる。

(1)職員の出産、疾病に伴う費用及び災害を受けた場合

(2)職員の収入によつて生計を維持する者の出産、もしくは疾病、又は災害を受けた場合

(3)職員若しくはその収入によつて生計を維持する者が結婚、又は死亡したとき

(4)職員又はその収入によって生計を維持する者が、やむを得ない事由により 1週間以上に

わたって帰郷する場合

(5)前各号のほか、やむを得ない事情があると理事会が認めた場合

(退職時の給与の支払)

第 10条 職員が死亡、又は退職した場合の当該給与計算期間の給与について、第 7条の規

定にかかわらず、本人又は遺族から請求があった場合は、未払いの給与を7日 以内

に支払うことができる。

(遺族の範囲)

第 11条 死亡退職により給与を支払う場合の遺族の範囲及び順位は、労働基準法施行規則

第 42条から第 45条における相続権者及び相続順位とする。

(有給休暇の取扱い)

第 12条 就業規則第 29条 (年次有給休暇)、 第 31条 (慶弔休暇)、 第 32条 (産前産後休暇)

の有給休暇を認める。

2パートタイム職員については、パートタイム職員規則第 13条 (年次有給休暇)の有給休暇を



認める。

(その他の休暇等の取扱い)

第 13条 就業規則第 30条 (病気体暇)、 第 33条 (母子保健管理のため
の休暇)、 第 34条 (生

理休暇)、 第 35条 (育児休暇)、 第 37条 (介護休暇)の無給休暇等を与える。

2パートタイム職員については、就業規則第 32条 (産前産後休暇)、 第 33条 (母子保健管理

のための体暇)、 第 34条 (生理休暇)、 第 35条 (育児休暇)、 第37条 (介護休暇)の無給休

暇等を与える。

(業務上疾病等による休業の取扱い)

第 14条 業務上の傷病又は通勤災害により休業した者は、労働基準法及び労働者災害補償

保険法の定めによつて保険給付を受けるものとする。

2その他本規程に定めのない事項については、各関係法令の例により理事会が定める。

(休職期間中の取扱い)

第 15条 職員の休職期間中は、原則として給与を支給しない。但し、就業規則第 41条第 5

号により休職させた場合、理事会の承認を得て給与の全額又は一部を支給する
こと

ができる。

第 2章 本俸

(給与の形態・本俸月額)

第 16条 職員の給与は月給制とする。

2職員の本俸月額は、別表 1基本給 (A常勤職員、Bパートタイマー)で定める額とする。ただ

し、特別の事情により本表によりがたい場合は、その都度理事長が定める。

(初任給)

第 17条 職員の本俸の初任給は、原則として基本給の 1級を適用する。ただし、前職のある

ものは能力、技能及び経験を勘案して理事長が決定する。

(昇給 )

第 18条 昇給は、現に受けている号を受けるに至ったときから 6ヶ月以上勤務したものにつ

き、基本給表の同一等級のその 1級以上上位の号俸に昇給させることができる。

2昇給は臨時昇給とし、勤務成績、技能、功績その他の事項を考課して行う。

3昇給は前項の定期昇給の外に臨時あるいは特別に昇給することができる。

4昇給は、法人の業績の消長により定期昇給を行わないこともある。



(降給)

第 19条 降給は等業務上やむをえない場合に行うことができる。

2降給は個人の勤務成績 0能力が著しく悪化し、その任に耐えられなくなった場合、または懲

戒処分を受けた者等につき、その度合いを勘案して行うことができる。

第 3章 手当

(手当の額等)

第 20条 職員に対し第 4条第 1号、第 2号に定める手当を、別表に定める通り支給する。
2手当について、本規程に定めのない事項については、理事会で定める。

第 4章 賞与

第 21条 賞与は原則として支給しない。

第 5章 改正

(改正)

第 21条 この規定の改正は、職員の代表者の意見を聞いたうえ、法人理事会の議決によつて

おこなわれる。



附則

1本規定は、2013年 7月 1日 から施行する。

2本規定は、2018年 2月 5日 から施行する。

3本規定は、2023年 1月 25日から施行する。



別表

1.基本綸表
A常勤職員
(中途採用職員は試用期間終了時に経験能力を加味し、事務局長が決定する。)

Bパートタイマー時給表
(中途採用職員は試用期間終了時に経験能力を加味し、事務局長が決定する。)

級 本給 (円 )

東京都の最低賃金を参考とし、経験と能力に応ずるものとする

キ2023/10/1より1,200円

2.通勤手当

3.賞与

原則として支給しない。本規程に定めのない事項により支給される場合の支給額は、理事

会において定める。

4.中途入退職者

(基本給十固定制諸手当)× 日勤務日数 (含む有給)/22日 +(超過勤務+休日等)

級 本給 (円 )

200,000円 ～ 240,000円未満
（
∠ 220,000円 ～ 240,000円未満

240,000円 ～ 260,000円未満
４

． 260,000円 ～ 280,000円未満

それ以降

額または率 支給条件

全額支給

公共交通機関利用

交通費実費額が日額 2,000円未満の場合 :月 額、

実費を支給する。

o公共交通機関利用者は、通常利用

する交通機関の lヶ月定期の金額で計

算する。



法人名
特定非営利活動法人

ボルネオ保全 トラスト・ジャパン
事 業 年 度

令和 5年 6月 1日 ～
令和 6年 5月 31日

書式第 17号 (法第 55条関係)

特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項を記載した書類

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]
※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

(3)その他

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

正会員受取会費 905,000 FE]

賛助会員受取会費 578,000 FEl

マンスリー会員受取会費 684,100円

キッズ会員受取会費 6,000円

U‐25会員受取会費 1,500円

受取寄附金 51,097,304円

野生動物保護・保全事業収益 10,800円

普及啓発事業収益 1,409,723円

受取利息 534円

雑収益 10,129円

受取民間助成金 790,000円

円

円

円

△
ロ 計 55,493,090円

借 入 先 金    額

な し 円

円

円

円

円

△
ロ 計 円

な し

促進法施行規則第 32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。



2 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

第一順位から第五順位までの取引 口 役員等との取引]

取 引先 の氏名 等
法人との

関  係
譲 渡 資 産 の 内容

渡

日月

譲

年
譲 渡 価 格 そ の他 の取 引条件 等

カレンダー80冊 R5.10.6 96,000円 定価販売

カレンダー80冊 R5.10.20 40,000円 卸価格販売

カレンダー30冊 R5.11.2 24,000円 卸価格販売

カレンダー18冊 R6.2.29 23,760円 定価販売

カレンダー19冊
R5.6.1～

R6.5.31
15,20円 卸価格販売

カレンダー3冊
R5.10.1～

R5.10.31
10,800円 定価販売

(1)収益の生ずる取引の上位 5者

(2)費用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引
イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

28,168,884円 緑の回廊事業寄附金

5,850,444 FI] 野生動物補語保全事業寄附金

3,101,587円 活動支援寄附金

2,302,702円 緑の回廊事業寄附金

1,321,543円 野生動物補語保全事業寄附金

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

 

    
   

  
  

14,343,921円 緑の回廊事業活動支援寄附金

   
  

 
3,493,425円

ボルネオゾウ保護施設へのエサ運搬

業務委託費

  
1,440,000 Fl 海外事業推進に関する業務委託費

1,088,910円 冊子編集に関する業務委託費

 
 

  

   
 

 
  

1,374,031円
海外事業推進に関するコーディネー

ト費



カレンダー2冊 R5.10.23 2,400円 定価販売

カレンダー2冊
R5.10.25、

11:5.1119
2400円 定価販売

カレンダー1冊 IRじ5.10.16 1,200円 定価販売

カレンダー1冊 R5.1.24 1,200円 定価販売

パーム油自書 3

冊、PDFデータ
R5.4.22 15,000円 定価販売、データ販売

パーム油白書 10冊
R5.6.1～

R6.5.31
6,000円 定価販売

パーム油白書 3冊
R6.2.1～

R6.4.30
1,800円 定価販売

定価販売パーム油自書 2冊
R6.3.1～

R6.5.31
1,200円

役務の提供の内容
役務の提

供年月日
対 価 の 額 その他 の取 引条件 等取 引先 の氏名 等

法人との

関  係

1,088,910円 冊子編集業務業務委託
R5.6.1～

R6.5.31

海外事業推進業務業務委託
R5.6.1～

R6.5.31
1,440,000円

円

ロ 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取 引先 の 氏名 等
法人との

関  係
貸付資産の内容

付

日月

貸

年
対
~価
の 額 そ の 他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円



3 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



4 役員等に対する報酬又は給与の状況 [⑤イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況(口 を除く。)、 口
‐
給

与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額]

役員、社員、職員若 しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれ

らの者と特殊の関係にある者 (注
1)(以
下「役員等」という。)に対する報酬又は給与の支給について

記載してください。

(注 1)「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と

特殊の関係にある者」とは次の者が該当します。

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族
② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者
③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しく
は三親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によつて生計を維持している者

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者

イ 役員等に対する報酬又 与の (口 を除く

(注 2)注 1 を に します。

口 給与を た職員の び当該職員に対する給与の総額

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

2人 785,790円

氏 名 職 名
法人との関係

(注 2)

の

分

給与報酬

区
支 給 期 間 等 支 給 金 額

 給与 R5.6.1～ It6.5.31 5,004,000円

集 計 期 間 令和 61「  5′月  31日令和 5年  6月  1日

)



5 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

6 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び
にその実施日]

支 出 先 の 名 称 等 住    所    等 支 出 年 月 日 支 出 金 額 寄 附 の 目 的 等

 

  
  

 
  

R6.3.24 13,826,157円

円

円

円

円

緑の回廊事業運営支援

円

円

円

円

合   計 13,826,157円

実  施  日 使 途 金   額

R5.7.10

R5。 9.8

R6。 1.12

R6.2。 19

R6.3.13

野生動物保護保全事業恩返しプロジェクト業務委託

   
野生動物保護保全事業井戸掘削プロジェクト活動

野生動物保護保全事業恩返しプロジェクト業務委託

   
野生動物保護保全事業井戸掘削プロジェク ト活動

  

普及啓発事業合同ワークシヨップ運営支援

1,728,512円

344,377円

1,764,913円

1,029,654円

517,764円

R6.3.25

R6.5:23

  

緑の回廊事業事務局運営支援

  

野生動物保護保全事業井戸掘削プロジェクト活動

13,826,157円

243,212円

円

円

円



書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表 ) (初葉)

∝意中D
・ 認定基準等チェック表 (第 3表)は、法第

“

条第1項に基づく書類 (役員輌酬規程等提出書類)の提出時においても配載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記戦の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬観程簿提出書類)に記載した事項について、
添付を省略することができます。

法人名 特定非営利活動法人ボルネオ保全トラスト・ジャパン
|

チェック欄

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること
(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等
口 各社員の表決権が平等であること

/

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記
録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと.  ・

イ

(注 1)

(注 2)

各欄の人数等は、第3表付表 1 から転配してください。

③及び⑤については、小数点以下第2位を切り捨てた数値を配載してください。

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

(②÷③

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

(④÷③

項  目

区  分
① ② ③ ④ ⑤

④
令和 5年 6月 1日～

令和 6年 5月 31日 18人 0人 0% 4人 22.2%

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

時申 請
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

はい

いいえ

はい

いいえ

はυヽ

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

上記を証する書類の名称とその内容等



第3表 (次葉)

健意1申D
認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事項について、改
めて記職する必要はありません。

エ

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも
のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を
明らかにしない支出がある場合も、当然に F費途が明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできませ`ん。

3

項
日

【 ③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい

いいノ

はい

いいえ

1まい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び限簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行つている

回]

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

Q」豊菫望□巫工1型L菫堕堕塑聾菫i聾堕菫型聾盤菫回極堕鐘堕堕璽上望二

項
日
円 ④ ⑤ ◎ ④ ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有。□ 有・無 有。無 有。無 有 。無 有。無 有・無

ハ

項    目 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各欄 区分欄の「③～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②」

及び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

口の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。
「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は:筆1ゆ 第〇条に『各正会員の表決権は、

平等なものとする』と規定」のように記載します。

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

ハの各欄 該当する一方を「〇」で囲みます。

なお、「④」から「①」について|よ イに記載する各期

間 (「④りから「①」)を示したもので九

① 「会計について公議会計十又は監査
法人の監査を受けている」の「はじL
ヤニ_」01_L塗彗壁含1:::E`豊i董」11:!li睦:壺:

位墜K二望ェ
② "議目議の機付1ス 取引の記録及
0も憩摩書類¢

"暴

存を青色申叙 に単

して行つている」0壁壼L山 _
した盪全には、童艶壁麹壁表2」!医鐘組

織の拡ユ上を記載し添付してくださ

しヽ

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「①」から「①」については、イに記載する各期

間 (「③」から「①」)を示したもので九



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況

荒川 共生
理

事

理

事
東井 浩子 ○

○

第 3表付表 1

H20.12.17

就任

H27.8.1

就任

法人名
特定非営利活動法人
ボルネオ保全 トラスト・ジャパン

④ ⑥ ◎ ① ◎ ① 申請 時

役  員  数 18人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

4人 人 人 人 人 人 人

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

氏  名 住  所
職

名
続柄等

④ ⑮ ◎ ① ◎ ①

申

請

時

就任・退任

年月日

理

事

一
理
事

一
理

事

一
理

事

一
理
事

○

○

○

〇

○

H20.12.17

就任

H20.12:17

就任

H20.12.17

就任

H20.12.17

就任

H20.12.17

就任

黒鳥 英俊

石田 載

坂東 元

更家 史朗

中村 員理子

代島 裕世

岩村 恵子

石崎 雄一郎

藤本 登紀子

水品 繁和

  

理

事

一
理
事

一
理

事

一
理

事

一
理

事

○

○

○

○

〇

H20.12.17

就任

H20.12.17

就任

H20.12.17

就任

就任

12.17

H23.8,1

就任

竹田 正人
理

事
○

H20.12.17

就任

青木 崇史
理

事
○

H25.8.1

就任

理

事

H29。 1.30

就任金子 工美 ○



黒木 泰子

松田 一希

理

事
○

○

H29.1.3

就任

R6.3.8辞任

R4.7.19

就任

理

事

H20.12.17

就任
中西 宣夫

理

事
⌒
V

村井 雅子 監

事
○

R2.8.3

就任

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事
項について、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人ボルネオ保全トラスト・ジャパン

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

総勘定元帳
会計ソフト 鮨eee会計)使用、
ルーズリーフ

週 2回 7年

仕訳日記帳
会計ソフト儘喫Ю会計)、

ルーズリーフ
週 2回 7年

賃金台帳
労務管理ソフト (lhee労務管理)使用、
ノレーズリーフ

月 1回 7年

外貨現金管理表
エクセノイ吏用、
ノレーズリーフ

都度 7年

書式第 9号 (法第 44条・51条・58条関係 )

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(記載目D
I 「伝票又:ま限簿名」欄は、例えば「入金缶課し、「出m、 「振曽倒和、曙詮出詢嘱蜃」、「総勘定元帳」などのように記載します。
| 「左の限簿等の形1艘」欄は、「単票」、「ルーズリーフ」、「:灯帳簿」などのように記載します。
,「記帳の時期」欄|よ「囲時」、「毎日」、「―週間ごと」のように記載します。
1認定の有効期間の:議肛)申請に当たつては、法第5条第1卿こ基づく書類 (役員報卵鏑要瀬出書類)に記載した内容に変更
がないときは、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人ボルネオ保全トラスト・ジャパン チェック欄 :

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 宗教活動又は政治活動等を行つていないこと
口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人と
当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人の財

産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上記イの

活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上であ
ること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

項
日
【 ◎

ヽ
ノ
江
ヽ ◎ ① ◎ ① 申訂静寺

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者を

教化育成する活動
有。□ 有 。無 有 ・ 無 有・ 無 有 ・ 無 有・ 無 有 。無

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに

反対する活動
有。□ 有 。無 有・ 無 有 。無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。無

特定の公職の候補者若しくは公職にある者又

は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対

する活動

有・回 有・ 無 有・ 無 有 。無 有 ・ 無 有・ 無 有・ 無

項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申需静寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状は 当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対・す

る報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役

員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与

の有無

有媚目 有 。無 有 。無 有・無 有 。無 有 。無 有 。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の禾1益の供

与の有無

有。□ 有。無 有・無 有。無 有。無 有。無 有。無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特男|」α禾1協Lの供与の有無
有・困 有・無 有。無 有・無 有・無 有・無 有。無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の

有無

有。□ 有。無 有。無 有・無 有。無 有。無 有・無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表 ) (初ヨD

∝憲中Q
・ 「認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても調載
及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま
せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規椰鞠囲出硼0に記載した事項につい
て、改めて配載する必要はありません。

/



法人名 特定非営利活動法人ボルネオ保全 トラス ト・ジャパン チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれ
をその事務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等 (個人の住所又は
居所に係る記載の部分を除いたもの)

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類
ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類
二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程
ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他
一定の事項等を記載した書類

へ 助成の実績を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこ

れをその事務所において閲覧させることに同意する。

※口覧に関する細則 (社内規則)等がある場合には、その細則 (社内規則)等を添付してくださ

をヽ。

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人
以上の者の氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿
③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)
※いずれも認定基準の対象となるのは、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項
② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項
③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位 5者との取引
・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら
の者と特殊の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法
人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄

附金の額及び受領年月日

⑤ 役員等に対する報酬又は給与の状況
a 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (bに係る部分を除く。)
b 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項
⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日
⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

書式第 13号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チエック表  (第 5表 )

(注意事項)

・認定基準等チェック表第 5表は、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営利活動法人ボルネオ保全トラスト`ジャ
パン

認定基準等チェック表  (第 6表 )

認定基準等チェック表  (第 7表 )

認定基準等チェック表  (第 8表 )

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成   年:  月   日

∝憲1中曰

・ 法第55条第1項に基づく書類 (役員欄酬規程等提出書類Dの提出時に当たってIよ 認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)
は、記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつて|よ 認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法第
55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第
29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営禾1雁口捉進法第28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

③ ⑮ ◎ ① ◎ ①

有 ・ 無 有 任 有 ・ 無 有 0無 有 ・ 無 有 ・ 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック‖冊

/

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又|ガ尋ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第7表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員錮酬規程等提出書初 の提出時に配載及

び添付する必要があります。

④ ⑮ ◎ ③ ◎ ① 申 請 時

有 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。 無 有 0無 有 ・ 無 有 ・ 無



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

チェッタ欄法人名 特定ブ1堪訴:l活動法人ボルネオ保全トラスト0ジャパン ¥

国認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。

1 役員のうちに、次のいずれかに骸当する者がある場合
を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を取り

なつた事実があった日以前1年内に当骸認定特定非営利活動法人又は当骸特

口 禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受ける
い者
ハ 特定リド営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法204条等

い )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しく|ま地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者

二 暴力団の構成員等は2)
2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

るヽもの又は当腋滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人

日から3年を経過しない法人

国税又は地方税の滞納処分の執行がされてし
定款又は事業計画書の内容が法令等|

「 4

5国 脱|

らず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人

され

例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事で

イ 認定特定非営利活動法人が認定
た場合において、その取消しの原因と

あつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの
ことがなくなつた日から5年を経過しな

こ違反している法人3
4

6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力国の構成員等の統制下にある法人

1

イ

ロ

役員のうち、次のいずれ力ヽこ該当する者の有無

認定特定脚 括藪法人が認定を取り消された場合又は4割腕熙定特定井増禾
l偏働法人が特

"粥

定

を取り消された場合において、その取消しの則 となった事実があつた日以前1年内に当該認定

特定非営和括り法人又は当劾 鵬 1定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から5年を経過しなυ

有。国

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなつた日から

5年を経過しなし
有。□

特定ブ障鉢l括g醍進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に

関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はそ
の執行を受

けることがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

有。国

有。□

９
″ 認定又|ま特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

|か。
「
し司

ヽは い
。

|
ｎ
０ るヽ法人してし

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しなしヽ生人

はヤヽ・ いいえ

甜
情

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、」聾理些饉奎2薩囲題日壁目睦豊Z墜奎璽』塑墨□□堕里[

菫望2」」廻壁」目囲田1出日趣□圏型亜聖ロヨ堕L堕壁聾E2回田口墜口墨ヨロロ1堕騒ヨロエ=塾
聾 __

に 1)その他の■醸
"口
'あ
る場合iよ その仕′コ疇辮

"弄

在●滞籠処分に係|る納税証開書も添付すること

住 2)役員報酬槻程等提出書には添付不要

Ｆ
Ｄ 国税に係 された 日か ら 3年を経過しなυ法 人 はい。医コ

6

イ

ロ

次のいずれかに該当する法人

暴力団 は い
。 ヽ

暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 lヵ 。ヽ「W

者ヽの有無

暴力団の構成員等の有無


